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1.はじめに

周知のようにケインズはその主著『雇用，利子およ

び貨幣の一般理論I)Jにおいて，市場が非自発的失業を
伴う過少雇用均衡の可能性をもつことを主張した。

『一般理論Jが出版されて60年経つが，真に重要な問
題が残されていると考える。それは市場のメカニズム

がなぜ失業を解消することができないのか，より具体

的にはなぜ貨幣賃金の下落が失業を解消しえないのか

を明確に説明することである。

ケインズはこの問題に対して2つの回答を提示してい

る。

第1は，貨幣賃金が完全に伸縮的であったとしても，

それが下落すれば物価もまた同一比例的に下落するか

ら，当初の実質賃金の値は不変にとどまり，したがっ

て雇用改善の効呆は現れないとするものである九しか

しこの立論に対しては「ピグー効果羽」ないしは「実質

残高効果41J と呼ばれる調整作用が働く余地があり，金

融資産の実質価値の増加による消費支出の増大を否定

しえない限りは，第1の方向は必ずしも十分なもので

はありえず，賃金，物価の伸縮性を想定する限り，少

なくとも原理の上では雇用改善の可能性を完全に否定

したことにはならない。

そこで第2の解答として，貨幣賃金が下方に硬直的

となる理由を，労働者が職業関あるいは産業聞の相対

的な賃金の比較に大きな関心をもっという事実に求め

ようとした51。このケインズの「相対賃金理論jは，今

Bでも貨幣賃金の下方硬直性を説明する理論としてな

おその意義を失ってはいないと考えられる。

ところで，相対賃金理論は被雇用者がなぜ不況期に

賃金切り下げに抵抗するかを説得的に説明しているが，

他方雇用者の側がなぜ買い手市場の立場を利用して賃

金切り下げを図らないかを説明しておらず，また就業

者でなく失業者がなぜ競争的に賃金をせり下げしない

かにも触れていない。

1980年代より新たに展開されつつある非自発的失業

の諸理論邸は，これらの点を補強すべく，その理論化を

目ざして考案されたものであり，これらニュー・ケイ

ンジアンの理論の中で実質賃金の硬直性を説明するた

めに提唱されたイエーレン，シャピロ=ステイグリッ

ツの効率賃金仮説とそれが寄って立つところのモラ

ル・ハザード(道徳的危険)についての考察を行ない

たい。

彼らのモデルは ImperfectMonitoringのもとでは，

企業は賃金を上昇させて労働者の怠業を防止するモラ

ル・ハザードに関係する。これに批判的立場のカーマ

イケルはこの問題に対して，参入料 (entrancefee)と

資本市場の不完全性を導入することで反論を行ってお

り，この報告ではカーマイケルとシャピロ=ステイグ

リッツの論争点も対比，検討する。

2.効率賃金仮説

効率賃金仮説とは，名前が示すように賃金の高さと

労働生産性の聞にプラスの関係があることを想定する

理論で，それに従えば雇用者は自分が雇用する労働者

のモラールないしは労働意欲について直接に情報をも

つことはできないが，より高い賃金を支払えばそれだ

け労働者の士気，生産性を高める効果があると判断す

る。このため雇用者はそのような賃金の労働意欲，生

産性，労働の質にもたらす効果を考慮に入れた上で，

利潤を最大化するように賃金と雇用量を決定する。も

しその結果成立する賃金が労働市場をクリアする賃金
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を越えるならば，非自発的失業が存在することになる。

効率賃金仮説をイエーレンのモデルに従って， Nを

雇用者数， eを労働者1人当たりの労働意欲， wを実質

賃金とすると競争的企業の生産関数は，

Q = F (e(w)N) 

によって表わせるものとする九ここで利潤極大化を図

る企業は支払う実質賃金1単位当たり最大の労働意欲

を引き出すことができる点を選ぼうとするはずであり，

このような水準の実質賃金w'を効率賃金と呼ばれる。

労働意欲と実質賃金との関係はイエーレンに従えば，

図にあるように実質賃金が低いときは労働者はあまり

働かないが実質賃金の上昇とともに労働意欲は増し始

め，それがマーケットレートに比べて高くなるとさら

に労働意欲は増すが，努力にはおのずから限界がある

ため労働意欲を表わす曲線は S字型となる。図の w事

で実質賃金1単位当たりの労働意欲が最大となり，ま

た労働の効率当たりの実質賃金は最小となる。

労
働
意
欲

e(w)"・--------f.

w' 実質賃金

つまり企業は限界生産力 e(w)F'(e(w)N)が効率賃金

W事に等しい水準になるまで雇用するはずとなる。

この効率賃金仮説によって，失業が存在し，企業が

労働市場でこれまでより安い賃金でも働きたいという

在しないことになる。

さて，イエーレンが述べている効率賃金や非自発的

失業は，このような説明で直観では理解できるが，こ

のモデルは労働需要側の理論であり，供給側の事情を

なんら考慮しておらず，供給側を併せて考察したのが

シャピロ=ステイグリッツのモデルである8)。企業が不

完全な情報しかもたず，労働者がまじめに働いている

かどうか判らないモラル・ハザードの状況を考察して

いる。彼らはまず怠業者の資産方程式を次のように表

している。

怠業者の資産方程式は，

(1) rV~= w+ (b+ q) (凡-Vi) 

rは利子w率，は怠業者の生涯の効用の現在価値，
wは賃金，bは離職する確率，qは怠業が見つかる確

率 Vuは失業者の生涯の効用の現在価値である。こ

れは本来は賃金 wから vi-Vuの不利益に離職する
確率 bと怠業が見つかる確率をかけたものを引いた

Wー (b+ω (Vi-Vu)を直したものである。

また非怠業者の資産方程式は

(2) rV:= w-e+ b (vu-V:) 

となり，ここでV:は非怠業者の生涯の効用の現在価
値， eは努力水準(努力の不効用)である。

(1)と (2)を時とV:について解くなら，viとV:
はどういう条件を満たすかが分かるが，それが (3)と

(4)の式になる。

(3) J
-
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一ω一q
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(4) V;;'= (w-e)+ bVu 一
心

r+b 
労働者を見い出すことができる状況になっても，企業

の賃金切り下げに対する動機の欠如を説明することは V:さEぜなら労働者は怠けることを選ばない。この状
容易となる。企業は賃金が労働者の効率に及ぼす影響 態をシャピロ=スティグリツツはNSC(no-shirking 

を考慮に入れた上で，一番良いと思う賃金を支払うわ condition)と呼び， (3)と(4)より (5)の式となる。

けであるから，もしそれ以下に賃金を切り下げるなら，

労働者の労働意欲が最適水準以下に低下し，それらを

考慮に入れるならば，賃金を切り下げないのが得策な

(5) w2:rVu+(r+b+φε!/q=奇

のであり，労働意欲や生産関数が変化しないかぎり， これにより賃金は失業者の効用 rVuや努力水準eの

効率賃金や雇用量を変える必然性は存在せず，古典派 みならず，怠業が見つかる確率 qに依存することがわ

モデルにおけるように賃金が引き下げられて，失業が かる。なお命はこの条件を満たす最低水準の賃金であ

減っていくという自動調節のメカニズムはここには存 る。
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(6) rVu=号+a(Ve-Vu) 

となり，ここで aは職獲得率であり VEは怠業しよう

とすまいと雇用された労働者の期待効用の現在価値で

あり，均衡においては vJi'に等しい。また，wは失業
保険(失業の利益)である。我々は (4)と(6)を VE と

Vuに関して VE=vJi'として同時に解くことによって

(7) 
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(8) rV，，=!w-e) a+w(b+ r) 
a+ b+r 

(8)式の VuをNSC(5)に代入してマクロの集計的

NSCを得る。

(9) w主w+ e + e (a + b + r)/ q 

ここで，bやrや qは外生的に決まるが，aは内生

的に決まるので，集計的 NSCは職獲得率 aに依存し

ていることがわかる。 (9)式の右辺を失業率を用いて書

き変えるため， Nを総労働供給， Lを集計された雇用

とすれば，労働市場へ流入する労働者数は a(N-L)，そ

して失業へと流出する労働者数は bLで，これらは等

しい(定常市場均衡)から

bL=a(N-L) 

あるいは

(10) a = bLl(N -L) 

これを集計的 NSC(9)に代入して，

(日 w~e+ 育+主l 凶)
q ¥(N-L) . • J 

= e+ w+(e/q) (b/u+r)::舟

を得る。この (11)式は集計された怠業防止条件である。

ここで，u=(N-L)/Nは失業率であり，この制約式は

次のように図示される。図の w+e+ e/q (b+ r)は(11)

式に L=Oを代入したものである。

宙+e+奇(b+T)

N 

また，w + e + e/ q (b + r)において，uが高ければ高
いほど賃金が低く ，uがOに近づけば近づくほど賃金

は高くなる。そして u=0 (完全雇用)は集計された

NSCとは両立しない。もし完全雇用なら，怠業しでも

すぐに再雇用 (a=+∞)され，これを知ることにより

労働者は怠けることを選択する。

均衡賃金と雇用水準はいまや容易に確認できる。職

獲得率 aを所与としたとき，企業は NSCを満たす最

低水準の賃金舟を提示しなければならないことを見出

す。それで，その企業の労働に対する需要は，どのく

らいの数の労働者がその賃金で雇用されるかを決める。

均衡は集計的労働需要が集計的 NSCと交わるところ

で、起こる。 w=Oに対して均衡は，F'(L) = e+ (e/q) 

(bN/(N-L)+r)のとき起こる。均衡は下のような図と

なる。

実質賃金

W 

AGGREGATE 
AGGREGATE NSC 
LABOR DEMAND 

F'(L) 

雇用量
L 

Eを均衡に持っていく様々な要因は重要である。企

業の観点から見れば，賃金を引き上げることにおいて

何ら問題はない。なぜなら労働者は努力を提供し，そ
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して企業はがで望むすべての労働を手に入れること

ができる。

他方，賃金を引き下げることは労働者を怠けるよう

に仕向け，そして損失が発生する。

労働者の観点から見れば，失業は非自発的である。そ

れ故，仕事のない人身はずあるいはそれ以下で働く

ことができれば幸せであろう，しかし，そのような賃

金で怠けないということを信じてもらえる約束をする

ことはできない。結局，働きたくても失業することな

ろう。これがシャピロ=ステイグリッツが与えている

説明である。

このようにシャピロ=ステイグリッツははじめに述

べたように，供給側を入れて考察した。そのパラメー

ターが a，b， q， w， u， r等であるが，このことが彼らの

大きな功績であると考えられる。

3.効率賃金仮説における論争

効率賃金モデルの1つの批判にカーマイケルによれ

ば entrancefee (参入料)や債券 (bond)を労働者が支

払えないから失業があるという考え方がある 91。

効率賃金モデルの説明に対する主要な反論の1つは，

まにとどまることの割り引かれた効用は次のように与

えられている。

(12) Vu= U，(uJ +δVu 

ここでは U，はt期における失業保険金 (unemp]oy-

ment benefit)であり， δは割り引き因子 (discount

factor)である。(13)式より

九一δVu=U，(uJ 

となりキャピタル・ロスは下のように図示されるだろ

つ。

n' IJt( Ut) 
t t +1 

失業している労働者がそれらの企業で働くために参入 もしこの労働者がt+1期に wの賃金で働くために

料か債券を支払わねばならないが十分に支払えないと t期で joboffer (仕事の提示)を受けるならば，彼の

いう事実である。その参入料は埋没費用 (sunkcost) 割り引かれた効用は

であるから，労働効率や早期退職のインセンテイブに

影響しないという考えもありうるが，カーマイケルは (13) V，= U，(u，-c) +δVw 
次のように述べている。

第lは，不完全な資本市場は労働者が参入料を支払 となる。ここで Cは参入料 V，はその offerのt期の価
うためのお金を借りることができない。第2は，企業 値，そして Vw は賃金 wで雇用されることの価値で

家は債券(職につくときに要る金)を取り上げる一方 ある。そうすればキャピタル・ゲインは下のように図

で，労働者が怠業しているとして解雇することがあり 示される。

うるから債券を支払わない，よって失業が存在する。

カーマイケルの主張の1つは，不完全な資本市場の存

在や，評判 (reputation)のような企業のモラル・ハ

ザードを妨げるメカニズムのもとでも，債券の発行が

行われることや，労働者の規律 (discipline)を強いる

メカニズムとしての失業を除去する場合がある。その

ときに，効率賃金モデルの失業が非自発的性質をもつ

ためには，最低賃金法のような人工的な制限に依存し

なければならないとカーマイケルは主張する。

それでは，資本市場が欠けているケースで，定常状

態のシャピロ=ステイグリッツの労働市場における l

人の労働者を考えてみよう。ここで彼の効用関数は異

時間的に分離可能を想定し，そして 1期間失業したま

(13)式より

(14)δVw- V，=-U，(u，-c) 

V. 

t +1 
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インセンテイブ・ストーリーと一致するためには

Vw> Vuを我々は持つ。(つまり働いている人の資本価

値が失業者の資本価値より高い)。人工の賃金の制約と

企業のモラル・ハザードのない状態において，競争的

環境においてそのような仕事の参入料は V，=Vuにな

るまでせり上がることは明らかである。

もし V，=凡なら

【!，(uJ
(15) 一一一=δVw+U，{u，-c) 1-δ 

となり，よって

(16) 
U，{uJ 
一一一一δVw=U，{u，-c) 1-δ 

(16)式が均衡する entrancefeeを決定する。それを

図示したものが次の図である。

U， (u，) 
1"でア吉一一--o v. 

労働者が現在の期間において飢餓に近づくにつれて

均衡 entrancefeeが存在する唯一の要求条件は，彼の

飢餓状態の効用が働くことの効用に比較していくらで

も低くされうることである。

資本市場が不完全なとき，効率賃金の企業は労働者

の生涯賃金の期待値を彼のもう 1つの方法 Vu(失業し

ていることの効用)にまで減少さすのに十分に大きに

までな料金を課すことはできない。つまり.VtをVu

に等しくさせることはできない，なぜなら資本市場が

不完全なため借りられないからである。

完全な資本市場の世界においてよりは少数の労働者

がそれゆえ雇用される。そして，失業率はより高くな

るo 貸りられないということは.V，>Vuであり

U{uJ 
U，{u，-c)>一一一一δVw

1-δ 

となる。 jobofferの価値が高いにもかからず cを貸

り入れて job0笠erを受け入れていなし、。 よって，自

発的失業，つまり非自発的失業で、はないということに

なる。それを図示したものが下の図であり.Aの点ま

で行っていない。例えばB点で止まる。

U， (u，) 
一了-=-ii'"""一-o v w 

企業の評判 (Reputation)のような不完全な強制的

メカニズムのもとでのモラル・ハザードについての考

察は問じ結果を導く。今回参入料が増え解雇確率が上

がっているので予想された企業が提示する所得に等し

い他にとりうる方法 Vuの予想された所得に関する均

衡が達成するであろうことは再び明らかである。これ

は参入料が増えるにつれて解雇確率が上昇し，企業の

提示する期待所得 V，は下がり V，=Vuになることを

意味する。

失業はモラル・ハザードのない世界においてのもの

よりは再び高くなる。しかし失業した労働者に対して

1つの提示された期待される効用が他のとりうる方法

(V.)の効用に等しくなるのであるから，失業は非自発

的でないということになる。 V，=凡であり，ここで

いうモラル・ハザードは債券を取り上げて解雇するこ

とである。

もちろん，初期の期間の賃金を非自発的失業を保つ

ために増やすかもしれない他の制限も存在する。最低

賃金法はたぶん最も良い例であるとカーマイケルは述

べている。

最低賃金法は，未熟練で10代の労働者の市場以外の

市場に重要な効果を与えることができるということで

ある。つまり最低賃金法があると賃金が下がらないし，

δVwも下がらない。しかしながら，失業の非自発性は

究極的に素朴なケインジアン・モデルにおいてまさに

それが行なったように人工の制限(つまり賃金の下方

硬直性)に依存するであろうとカーマイケルは主張し

ている。

これらに対する Replyとしてシャピロとステイグ

リッツは，効率賃金モデルはより複雑な契約上の取り

決めによって非自発的失業をさけることができるかど

うか考えてきたと述べている叱これは参入料や債券
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についていえるが，職が買えるなら職市場を均衡させ

る価格が存在しないのであろうか。カルフオルニアの

ぶどう摘みの例を上げて，この競争的労働市場が存在

するからといって，大恐慌の関の20~25%の失業者が

カリフォルニアに移住しないからと言っても意味がな

いと指摘している。さらに，イエーレンとは違った観

点を指摘している。それは彼らの効率賃金モデルを展

開することにおける関心は，失業の水準とその変動の

説明を助けることと，そしてその状況が効率的である

かどうかを確かめることであり，効率賃金仮説はパ

レ}ト最適とは離れているとしている。

そして，市場が効率でないから介入する政府の強制

的な失業保険のような政策は実際は先に述べたNSC曲

線を上に上げるため，失業の水準を高めるであろうこ

とも警告している。そして，効率賃金仮説は賃金勤学

の説明も与える。それは他の企業が賃金を引き下げる

まで，賃金の引き下げをなぜためらうかを説明してい

るからである。

労働移動バージョンには多重均衡があり，高い失業

の水準を伴う高賃金の均衡と低い失業の水準を伴う低

い賃金の均衡が存在するとしている。このことは職を

買うとか買わないとかに関係がないと，カーマイケル

を批評している。さらに，カーマイケルは職を購入す

ると言っているが，近代の経済において織を購入して

いないという事実があること(つまり訓練費や労働移

動費を企業が支払うこと)を指摘している。

なお個人が職を買うか，あるいは彼らの訓練費用を

支払うかもしれない可能性は2つのやっかいな問題を

提示する。第1は仕事の購入を頻繁に見なし¥つまり

購入をあまりしていない。第2に，参入料の可能性が

あることは参入料を支払えばだれでも職につけるが，

そのような状況で失業はあるのだろうか，それは失業

者ではないのではないかと問うている。

資本をもっ個人で，雇って欲しいという人は能力が

劣っているかもしれない。それは，能力がある人は自

営業になるからであり，参入科が高くなれば応募者の

質は悪い方向に向かい，このような質の面での効率賃

金の効果は，仕事の価格が上がると質が悪くなり働く

インセンテイブが落ちることを意味する。

つまり，参入料が上昇するとともに Eは減少し，b 

は増加する。しかし，参入料に反対するもっと重要な

議論があることをシャピロ=ステイグリッツは述べて

いる。それは二重のモラル・ハザードの問題である。

個人はお金を前金で出すことに関心をもつが，企業は

受け取りたくない，よって解雇か労働者を不快にして

やめさせる。

企業のモラル・ハザード問題，そして仕事に対する

参入料を呆たすインセンテイブ効果や自営業に向かう

逆選抜の効呆は，なぜ職の購入があまり見られないか

を説明している。

しかしながら，職購入の理論に対して出される他の

議論が非自発的失業を説明していないとカーマイケル

が指摘していることは正しいと認めている。そして個

人が資本をもつかぎりは，資本における制約は，限界

的な個人が失業したままでいることと職を購入するこ

ととの聞で無差別であり，失業は自発的であるとして

いる。

4.おわりに

失業が存在しているときに賃金の下落が妨げられる

理由の一部は，初めに述べた相対賃金理論のように労

働者の交渉力によって説明されるが，それに加えて，

企業側にも賃金のヲlき下げを選ばない理由があるはず

である。実際，企業はたとえ労働者に支払う賃金の水

準を自由に選べる立場にあったとしても，労働者の士

気を高め，労働の努力を奨励するために高い賃金を選

ぶことが利益になる場合がある。

そのような場合には，企業は人びとが労働を提供す

る意志のある最低水準(労働者の供給価格)よりも高

い水準に賃金を設定し，その結果，賃金の下方硬直性

と失業が生じる可能性がある。これが今まで説明した

効率賃金仮説の基本的な考え方である。効率賃金仮説

はステイグリッツ 11)とソロー 12)によって提唱され，

シャピロ=ステイグリッツなどによって展開されてき

た。

効率賃金モデルでは，企業の労働者の生産性が企業

の支払う賃金に依存すると考えられている。発展途上

国の場合は，高賃金はよりよい栄養をもたらすであろ

うし，他方，先進国の場合は，高賃金はいっそう有能

な労働者がその企業に応募する誘因となり，また既存

の労働者をより勤勉に働かせることになるであろう。

シャピロ=ステイグリッツは企業が高賃金を払うこ

とによって，また怠けているところを見つかった者は

解雇されることによって，労働者を勤勉に働かせるよ

うにする勤学モデルを展開した。高賃金の結果，企業

は労働需要を減らすことになり，したがって高賃金で

雇われている労働者がいる一方， (非自発的に)失業し

てしまう労働者もいることになる。
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つまり企業にとって大切なのは現在の雇用者の生産

性であり，賃金の切下げが彼らの生産活動や離職行動

に影響し，生産性の減少をもたらすならば，企業はた

とえより安い賃金で働いてもよいとする労働者が他に

存在したとしても賃金の切下げを実施しないというも

のである。

効率賃金仮説の重要な点は，なぜ生産性が賃金に依

存するのかということであり，この側面が最初に強調

されたのは，経済発展に関する文献においてであった。

開発途上国の労働者にとって賃金は彼らの栄養状態を

規定し，働く力の主要な源であると考えられた。たと

えば労働力を維持するための賃金の生存水準といった

概念はその一例である。しかしシャピロ=スティグ

リッツの理論展開は先進工業国に対しでも適応しうる

ものと考えられる。
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Surnmary 

Keynes' relative wage theory has been a strong in丑uenceon today's theory which explains the downward 

rigidity of nominal wage. However， the relative wage theory explains why employees resist underbid of 

wages in depression. but does not c1arify the reason why employers do not cut wages taking advantage of 

the buyers' market. Also. this theory does not touch the reason why people who lost their jobs do not offer 

lower wage rate. 

Theories of involuntary unemployment which have been developed newly in the 1989s strengthen these 

points and devise their ideas aiming at generalization. These new Keynesians intended to reconstruct the 

efficiency wage hypothesis proposed by Yellen. J and Shariro = Stigliitz and succeeded in deriving moral 

hazard based on this hypothesis in order to explain the rigidity of real wages. 

An important point of the efficiency wage theory Iies in that productivity depends on wages. This point 

was first stressed by the literature on economic development. For employεes in developing countries. 

wag巴sdetermine their nutrition and are a source of energy for works. One of examples is a concept of the 

level of the subsistence-wage. But. the new theory advocated by Shapiro = Stiglitz is thought to be appli-

cable even to advanced countries. 




